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Ｉ　はじめに

　第二次世界大戦後，帝国主義の植民地あるいは半植民地状態から政治的独立を達成し

た「南」の多くの国 々は，今日依然として低開発状態を余儀なくされている。そのよう

な中で韓国は，７０年代に「漢江の奇跡」と呼ぼれる「高度成長」を実現し，いわゆる低

開発国から新興工業国と称されるほどの急速な工業化を成し遂げた。韓国経済に関する

研究は，まずこの７０年代の韓国経済およびその経済発展の特質をいかに捉えるかをめぐ

って行われた。その際一つの見方として，韓国の経済発展は米 ・日との経済的諸関係に

全面的に規定されており ，またその米 ・日との経済諸関係の基本的性格は支配 ・従属的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）であり ，故に韓国経済は従属的な国民経済として捉えられた。韓国は８０年代に入ってか
ら， 初頭にはインフレの激化，失業の増大，対外累積債務の急増などの経済的危機に直

面していたが，後半には再び「高度成長」を実現している。また８０年代後半の韓国経済

においては，後に述べるようにかつてはみられなかった経済的諸現象，すなわち貿易収

支の黒字化，国際収支不均衡の是正，対外累積ｆ責務の減少，韓米貿易摩擦の発生　激化
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２６８）
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労働集約的産業部門の途上国への進出急増などが生じている。最近年（特に８９年以降）に

おいて韓国は，成長率の鈍化，物価上昇，労働運動の高揚にともなう賃金の急騰，外資

系企業の撤退，途上国からのいわゆる追い上げなどが著しくｒＮＩＥｓ時代の終焉」とも

いわれる状況に直面している。しかしながら途上国や国交を樹立したソ 連・ 東欧たどへ

の借款供与，ＩＭＦ８条国への移行（８８年１１月）およびＧＡＴＴの１８条国から１１条国への

移行に合意（８９年１０月に１０年間の猶予期間が認められるならぱという条件付きで），日本からの

新たな借款導入の終了，経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）造船部会への加盟など，対外的に

は「先進国化」現象とも提えられる急速な変化を呈している 。

　このように急速に変容している８０年代の韓国経済を韓国本国の研究者たちは，どのよ

うに捉えているのか。例えば１９８８年５月３～４日の二目間かけて開催された学術団体連

合ノ：■ポノユウムにおいて，成均館大学講師のキム　ノェフノ氏は韓国の資本蓄積様式

を「新植民地資本蓄積」として提え，その展望に関しては「米 ・日独占資本の外延的拡

張としての独占的蓄積，産業構造高度化，従属の高度化と資本輸出，国内相対的過剰人

口の絶え間ない再生産，最も劣悪な生活条件等々の悪循環は更に一層繰り返さざるを得

　　　　　　　２）
ない」としている。またホソ ・チャソヒョ 氏を始めとする５人の共同研究論文では，８０

年代韓国経済の「従属性に対しては韓国経済に対する超国籍資本の支配様式の特殊性に

立脚し，『従属性の内部化』という側面を刻印させると同時に，１９８０年代の従属性の変

化を超国籍資本の従属的同盟の強化過程の中で実現される，韓国資本主義の従属国内部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
での地位上昇過程として把握した」と述べている。要するに両老は，１９８０年代における

韓国の経済発展過程を米 ・日独占資本と超国籍資本という表現の差異はあれ，いずれに

しろ基本的には６０ ・７０年代と同様に従属的な発展に他ならないと捉えているのである 。

　一方，「韓国資本主義はどこに向かっているのか？　高い成長率，国際収支の黒字 ，

外債の減少，対外投資など韓国資本主義のいくつかの現象を正しく理解する方法は何

か？『帝国主義の隷属物』という伝統的視角と『独占強化：従属深化』という常識化さ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
れた命題は果して現実から検証されたのか？」という問いかけに対して，ソウル大学の

アソ ・ビ ョンジ ック教授は「技術，経済構造，市場などの側面で韓国資本主義が今も構

造的歪曲性と対外従属性を有しているのは厳格な事実だとしても ，韓国資本主義は今日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
独自的な道を歩んでいると言ってもよいであろう」と述べている。また慶尚大学のチ ョ

ソ・ ソソジソ助教授は，１９７０年から８６年までの間の韓国資本主義における蓄積と再生産

の構造変化をマルクスの剰余価値率，資本の価値構成，利潤率および再生産論に依拠し

て実証分析したと自認される論文において「韓国資本主義が従属資本主義に固有な特殊

（２６９）
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性を帯びながらも ，１９７０年代後半から８０年代初頭を契機として発達した資本主義に典型

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
的な傾向を現し始めた」と結論づけている。すなわちアン氏とチ ヨン氏の基本的見解は

米・ 日資本主義に従属しながらも ，韓国は８０年代には「自立的」な国民経済形成の道を

歩んでいるのだということであろう 。

　このように従来の韓国経済研究の基本的視点は，対外関係をいかに評価するかが大き
　　　　　　　　　　７）
な一論点とな っている。一国民経済の対外関係を最も基礎的に表現するのは貿易構造で

ある。後述するように，韓国は外国貿易を積極的に展開して経済発展を遂げてきた国で

あり ，８０年代に入って更に輸出の拡大如何が国民経済に及ぽす影響は益々大きくな って

いる。したがって現代韓国経済の特質を明らかにするうえで，貿易構造の分析は一層大
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
きな意義を有しているといえるであろう 。

　本稿の課題は，現代韓国経済の諸特徴を明らかにするための一作業として ，８０年代の

貿易構造を明らかにすることにある 。

１）例えぱ，隅谷三喜男丁韓国の経済』岩波新書，１９７６年 ：同「高度経済成長の光と影」朴宇

　煕 ・渡辺利夫編『韓国の経済発展ｊ所収，文眞堂，１９８３年 ：金子文夫ｒ日韓経済丁協力』の

　歴史と評価」［経済評論」日本評論杜，１９７６年１０月号 ：同ｒ『中進国』韓国の８０年代」『経済

　評論』日本評論杜，１９８２年２月号を参照 。

　　尚，金子文夫氏はその後の論文では，「現実の日韓経済関係は，依存 ・従属と競合 ・対立

　の両面が現象として確認しうるのであり ，問題は，両面を切り離したうえでどちらが主要な

　側面かとみるのではなく ，いわぱメダルの表と裏のように一つの構造として把握し，しかも

　その構造の変化を追究することである」と主張している。同「日韓経済関係の二○年」ｒ経

　済評論』日本評論杜，１９８５年６月号 。

２）キム ・ジ ェフンｒ８０年代韓国経済の構造と性格」学術団体連合 シンポジ ュウム発表論文集

　丁８０年代韓国人文杜会科学の現段階と展望』所収，歴史批評杜，１９８８年，２０６べ 一ジ 。
３）　ホン ・チャンヒョ 他４人「１９８０年代の韓国資本主義」学術団体協議会ｎ９８０年代韓国杜会

　の支配構造』所収，プルピツ 杜， 第２号，１９８９年冬，Ｉ１５べ 一ジ 。

４）「特集　韓国資本主義の性格と発展展望」丁思想文芸運動』，プルピツ 杜， 第２号，１９８９年

　冬，７べ 一ジ 。

５）　 アン ・ビ ョンジ ックｒ中進資本主義としての韓国経済」『思想文芸運動』所収，プルピソ

　杜，第２号，１９８９年冬，２２べ 一ジ。尚，同雑誌の次号で民族民主運動研究所のチ ェ・ マンス

　所長はアン教授のこの論文を批判している。チ ェ・ マソス「中進資本主義論批判」丁思想文

　芸運動』所収，ブルピツ 杜， 第３号，１９９０年春 。

６）チ ョノ ・ソンジン「韓国資本主義における蓄積と再生産の構造変化」丁思想文芸運動』所

　収，プルピツ 杜， 第２号，１９８９年冬，６９べ 一ジ 。

７）１９８０年代後半以降，韓国の学界においてｒ杜会構成体論争」ないしｒ杜会性格論争」と名

　付けられた論争が盛んに繰り広げられている。日本では「韓国資本主義論争」と呼ぱれるこ

（２７０）



１９８０年代韓国貿易構造分析（斐） １２５

　の論争も ，特に８０年代に入ってからの韓国資本主義の性格をどのように特徴づけるかが一大

　争点とな っており ，その際まさに韓国経済の対外関係を如何に捉えるかが，評価の大きな分

　岐点とな っている。いわゆる「韓国資本主義論争」に関する文献としては，滝沢秀樹「民族

　経済論の新たな展開」『甲南経済学論集』第２７巻第４号，１９８７年３月　同「『韓国杜会性格論

　争』の思想的位相」『民涛』９号，影書房，１９８９年１２月 ：金泳鏑「韓国の資本主義論争」ｒ東

　アジアエ業化と世界資本主義』東洋経済，１９８８年，所収 ：本多健吉監修『韓国資本主義論

　争』世界書院，１９９０年 ：鄭章淵「韓国杜会認識と杜会科学一丁韓国資本主義論争』につい

　て」『アジア ・アフリカ研究』１９８８年第２号，Ｖ
ｏ１．２８，Ｎ ｏ． ２（通巻３０８号），アジア ・アフリ

　カ研究所 ：鄭章淵 ・文京沫『現代韓国への視点』大月書店，１９９０年などを参照。韓国本国で

　は数多くの論文が書かれているが，それらの論文を集成したものとしてチ ョ・ フィヨン ，パ

　ク ・キ ョンチ ェ編『韓国杜会構成体論争（Ｉ） ・（皿）』竹山，１９８９年がある 。

８）韓国の貿易構造を取り扱った研究論文としては，岩田勝雄ｒ韓国の貿易と国際収支」『立

　命館経済学』第３３巻第１号，１９８４年４月 ：中川信義「韓国における国家資本主義的発展の構

　造」尾崎彦朔編『第三世界と国家資本主義』所収，東京大学出版会，１９８０年 ：同ｒアジア新

　輿工業国としての韓国経済」奥村茂次編『アジア新工業化の展望』東京大学出版会，１９８７年

　朴一「朴政権の対外指向的工業化戦略と貿易構造の変化」同志杜大学大学院『商学論集』

　第２２号，１９８７年 ：河含和男「韓国新工業化と貿易構造の変化」中川信義編『アジア新工業化

　と日米経済』東京大学出版会，１９９０年などがある。韓国本国においても韓国貿易は盛んに研

　究されているようであり ，例えぱ朴宇煕『韓国貿場成長論』博英杜，１９８０年 ：朴餅洪『現代

　韓国貿易論』博英杜，１９８３年 ：超龍得『韓国貿易論』法文杜，１９８６年 ：朴弼秀『韓国貿易論』

　法文杜，１９８８年などの著書がある 。

ｕ　６０ ・７０年代の貿易構造の特徴

　１ ．６０年代の貿易構造の特徴

　第二次大戦後の米ソ対立，いわゆる冷戦体制下での韓国は，圧倒的軍事力と生産力を

有する米国によっ て資本主義世界体制の「反共の橋頭埜」として位置づけられた。韓国

は解放以後，１９５０年代にかけて米国との間に「援助」を通して支配 ・従属の関係を定着

化させられ，国内経済を米国の過剰商品 ・過剰農産物の処理場として再編された。米国

公法４８０号による余剰農産物援助は，韓国農業の停滞を引き起こすとともに農村の零細

農を没落させ，相対的過剰人口の排出を促進した。工業部門においては，対米援助物資

に依存したいわゆる三白工業（小麦粉 ・綿紡績 ・砂糖）を中心とする原料加工型の消費財

工業が，帰属財産払い下げの過程で政治的権力と結託した少数の企業家によっ て国内市

場を対象に稼働していた 。

（２７１）
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　このように解放から５０年代末期に至る韓国の経済発展過程は対米援助依存への深化過

　　　　　　　　　　　　　１）
程であり ，「買弁的独占資本」を創出させ，消費財生産に著しく偏重した破行的な経済

構造の形成過程であ った。したがって対米援助に依存し，狭隆な国内市場を対象に消費

財生産を行うという経済構造に規定され，外国貿易は殆ど発展しなかったのである 。

　しかしながら，このように米国の対韓援助物資に依存した経済構造は，対米援助物資

に依存した「三白工業」を中心とする原料加工型の消費財工業が，５０年代末には早くも

狭小な国内市場の限界から過剰生産傾向にあり ，そして何よりも米国の対韓援助の削

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）減・ 内容変化（無償援助から借款へ）によって新たな再編を迫られることになる 。李承晩

政権崩壊の契機とな ったいわゆる４．１９民衆革命後，軍事 クー デター によっ て政権を掌

握した朴政権は「自立経済」の形成を目標に掲げ，６２年以降外資導入と輸出の増大を通

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
した工業化を目的とする経済開発計画を推進した。けれども ，その経済開発言十画の基本

的性格は自立的な国民経済形成というものではなかった。韓国を新しい市場として国際

的分業体系に編入しようとした米国の対韓政策の転換と ，過剰資本のはけ口として対外

進出先を求めていた日本企業の要求に応じたものに他ならなかったのである 。

　輸出は６０年代，年平均４０％を越える伸び率で拡大した。輸出の動向を商品別にみると ，

初頭においては海苔 ・いかをはじめとする魚介類，重石 ・鉄鉱石などの鉱産物，鉱物性

燃料である無煙炭という一次産品が輸出の大宗を占めた。工業製品では合板 ・かつら ・

生糸などの全く低賃金に依存した労働集約的な製品でさえ，総輸出全体の２～３割弱を占

めるに過ぎなかった。当時の輸出の大部分を占めるこれら一次産品は，ほとんどが日本

向けであ った。６０年代後半以降は，工業製品が輸出の大宗を占めるようにな ったものの ，

その内容は従来の合板 ・かつらに加えて履物類およびラジオや電球など一部の電子製品

である 。７０年代に入って本格的に輸出が拡大される繊維類は，６０年代末には既に総輸出

の４割にも達しているが，その中身は衣類，綿織物等である。これら主要輸出商品の圧
　　　　　　　　　　　　　４）
倒的大部分が米国向けであ った。輸出の動向を地域別 ・国別をみると ，輸出市場は６０年

代一貫して米 ・日の２ヶ 国に大きく偏重している。初頭においては日本が，そして日韓

条約が締結された翌年の６６年以降は米国が最大の輸出国とな っている。米 ・日に次いで

いるのが旧南ベトナム ，香港，台湾などであるが，それぞれの総輸出に占める比重は

数％に過ぎない。欧州諸国も７０年の９．１％から分かるように，後にみる７０年代後半およ

び８０年代と比べて，輸出市場としてまだ大きな展開をみせるに至っていない 。

　一方，輸入の動向を商品別にみると ，原料品では木材　 コルク ，原綿，ハルフ　紙類 ，

生ゴム ，羊毛や織物用糸 ・織物類などであり ，この時期の主要輸出商品である合板，綿

（２７２）
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織物，タイヤ ・チ ューブなどの生産に用する商品を主に輸入している。化学製品では化

学肥料がその大部分を占めていたが，これは農業の生産性を高めることによっ て穀物生

産量を増大させるために，積極的に輸入されたからであろう 。食料品では前半は大部分

を小麦が占めていたが，後半からは前半には殆ど輸入されていなかった米の輸入が増大

した。７０年には米の輸入は１億４，５００万ドルにも達し，原木及び石油の１億２，５００万ドルを

上回り ，最も輸入額の大きい商品とな った。このような米の輸入急増は，６０年代後半以

降の急速な工業化が農業の発展を犠牲にしつつ進展したことの一端を示している。機械

類の輸入は化学製品や原料品と比べて前半はそれほど大きくなかったが，後半以降には

急増するようにな った。特に一般機械の輸入が急増している。一般機械では繊維機械 ，

金属工ｆ乍機械および金属加工機械，内燃機関などを，電子 ・電気機器類では発電機，ト

ランジスタ ，ラジオの部品などを，輸送用機器では船舶，トラ ック ，航空機，乗用車 ，

鉄道車両と同部分品などを輸入している。これら機械類の輸入先の大半が日本からであ
５）

る。

　次に地域別 ・国別をみると ，輸出市場の場合と同様に輸入先における米 ・日への偏重

は著しく ，米 ・日両国が全体に占める比重は第１次経済発展５か年計画が開始された６２

年以降，例外の年なく７０％以上にも達している。輸入先の米 ・日両国への著しい偏重と

いっ ても ，初頭には特に米国への偏重が著しかったのが，日韓条約が締結された翌年の

６６年以降は，対日輸入比率が対米輸入比率を上回り ，輸入先を一段と日本に依存するよ

うにな った 。

　以上の動向分析から６０年代の韓国貿易構造を次のように特徴づけることができるであ

ろう 。まず輸出商品構成において，６０年代前半は一次産品及び鉱産物が輸出商品の大半

を占めていたが，後半には工業製品が輸出の大宗を占めるようにな ったこと 。しかしな

がら，工業製品といっても重化学工業製品の輸出は殆どみられず，大部分が全く低賃金

に依存した労働集約的な軽工業製品であり ，しかもその商品の種類は少数に過ぎないこ

と。 輸出市場構成においては極めて米 ・日に偏重しており ，特に主要輸出商品の対米比

率は極めて高いことである。そして輸入商品構成においては，前半には化学肥料を中心

とした化学製品，後半には米の輸入が急増することによっ て食料品の占める比重が高か

ったが，６０年代全般を通じてみれば，概ね輸出の拡大と産業基盤の構築を促す内容とな

っているということである。すなわち，木材 ・コルク ，原綿，生 ゴム などの原料品輸入

は合板，綿織物，タイヤ ・チ ューブなどを，織物類，ポタソ，裁縫機の輸入は衣類の輸

出拡大を促進し，内燃機関，金属工作機械 ・金属加工機械，鉄道車両，船舶などの輸入

（２７３）
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は産業基盤の構築を促したのである。輸入先では米 ・日 ，特に日本に極めて偏重してお

り， 機械類の大半を日本からの輸入に依存していることである 。

　２ ．７０年代の貿易構造の特徴

　６０年代後半に急速に拡大していった韓国の外国貿易は，７０年代には規模的にも大きな

ものとなる 。貿易額は７０年の３０億ドルから８０年には４００億ドルヘと増大した。７０年に８

億３，５００万ドルに過ぎなかった輸出は，８０年には１７５億ドルに達し，輸出依存度も同期間

１５．Ｏ％から３４．７％へと上昇している。韓国は７０年代に「漢江の奇跡」と 口乎ばれた高度成

長を実現するが，それはまさに輸出の飛躍的な拡大，言い換えれぱ輸出に依存すること

によっ て可能とな ったのである 。

　輸出は７０年代初頭には既に工業製品が大宗を占めていたが，軽工業製品に著しく偏重

しており ，またその内容も生糸 ・綿織物などを主軸とした繊維類が大部分を占めていた 。

繊維類を除いた商品では合板 ・かつらなどが輸出されていたに過ぎない。しかし，後半

以降は軽工業製品だけでなく鉄鋼製品，船舶およびラジオ ・テレビ受像機を中心とした

電気機械類など一部の商品に偏重してはいるが，重化学工業製品の輸出が著しく拡大す

るようになる。軽工業製品では，繊維類，合板，かつらなどの商品構成から履物類，タ

イヤ ・チ ューブ，旅行用具，玩具，運動用具などが加わった。重化学工業化の急速な進

展， すなわち産業構造の高度化は輸出構造を軽工業製品に著しく偏重した構造から ，７０

年代後半以降素材型産業と一部の組立型産業部門の重化学工業製品が加わった構造への

転換と ，また同時に軽工業製品の輸出においては多様化の進展を促したのである 。

　次に輸出の地域別 ・国別の動向をみると ，米国 ・日本への輸出の拡大が相対的に停滞

しているのに対して，西欧および後半からは中東諸国への輸出が飛躍的に拡大している 。

７０年代末には輸出市場は６０年代の米 ・日の２ヶ 国， 特に米国に偏重した構造から米 ・

日・ 西欧の３大輸出市場に中東諸国が加わったという構造を呈している。このことから

分かるように７０年代には特に後半以降，輸出市場の多角化が進展しているのである。こ

のような輸出市場の多角化の進展，すなわち西欧および中東諸国への輸出拡大の要因に

は以下のことなどが考えられるであろう 。西欧への輸出拡大は一般特恵関税制度

（ＧＳＰ）などの有利な輸出与件下で繊維類や履物類を始めとする軽工業製品の輸出拡大

が可能であ ったこと ，中東諸国への輸出拡大は当該諸国の建設ラ ッシ ュよっ て大量の建

設輸出が行われたことなどである 。

　一方，輸入の動向は７０年代どうであ ったのか。輸入の動向をまず商品別にみると ，７０

（２７４）
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年代韓国の輸入額はいずれの商品も増大傾向にあるが，特に最も著しいのが原油である 。

原油輸入額は第１次石油危機の契機とな った国際原油価格の高騰によっ て著しく増大し

ている 。７０年に１億１，９００万ドルに過ぎなかった原油輸入額は７９年には３１億ドルに達し
，

総輸入の１５．３％を占めるに至 った。８０年に原油輸入量は前年の１億８，６００万バーレルか

ら１億８，３００万バーレルヘと減少した。にもかかわらず，第２次石油危機の契機とな っ

た国際原油価格の高騰によっ て輸入単価（輸送費用を含む）か前年の１７トル９６セノトから

３０ドル９２セントヘと急騰したために，輸入額は５６億ドルと急増し構成比も２５．３％に上昇

した。このような著しい原油輸入額の増大は，７０年代後半における巨額の貿易赤字をも

たらした大きな一要因ともな ったのである 。

　原油を始めとする鉱物性燃料に次いで輸入額の増大が著しいのは，機械類である。機

械類のなかで一般機械の輸入が過半を占めており ，その内容は繊維機械および同部分品 ，

裁縫機および同部分品，加熱装置および冷凍装置，金属工作機械および金属加工機械な

どを主としている。電気 ・電子機器ではＩＣ ・半導体素子，トランジスターなどを，運

搬用機器では航空機 ・船舶（修理船） ・自動車部品などを輸入している。輸入先は６０年代

と同様に依然として大半を日本が占めている。原料品の輸入も７０年代全般通して大幅に

増大している。原料品では生 ゴム，原木，パルプ，羊毛，原綿，化学繊維，暦鉄など ，

６０年代と同様に繊維類，タイヤ ・チ ューブ，合板などの輸出商品生産と対応した輸入を

行っ ている。輸入国は６０年代の米国中心から東南アジア，大洋州などへの拡張がみられ

る。

　次に地域別　国別の動向をみると ，最も著しく輸入額か増大した地域は中東地域であ

る。 中東諸国からの輸入はサウジアラビア，クウェートの２ケ国で，８０年には５０億ドル ，

総輸入の２２．６％を占めるに至っている 。７０年代の韓国の原油輸入先は中東諸国に著しく

偏重していたために，原油の輸入増大は直ちにこれらの地域からの輸入拡大につなが っ

たのである。日本および米国からの輸入は金額そのものは大幅に増大しているが，中東

諸国からの輸入が急増したために，総輸入に占める比重は著しく低下している。これら

以外の地域の輸入も金額的には増大している。しかしながら西欧からの輸入は総輸入の

１割前後で，その他の地域，ラテソアメリカ ，アフリカ ，大洋州からの輸入は７０年代末

においても総輸入に占める比重は極僅かである。このことは６０年代と同様，ほとんど変

わりはない 。

　以上の動向分析から７０年代の韓国貿易構造の特徴をまとめれぱ次のようになるであろ

う。 ７０年代前半までは，６０年代後半とほぽ同様に綿織物，衣類を主軸とする繊維類を中

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２７５）
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心に少数の品目に偏重した労働集約的な軽工業製品を殆ど米 ・日（主に米）へ輸出し ，

それら軽工業製品を生産 ・輸出するために必要な原綿 ・原皮などの粗原料を主に米国か

ら， 化掌 ・金属 ・合成繊維原料などの加工原料はほぽ日本から，そして施設財 ・機械類

は米 ・日（主に日）から輸入するという米 ・日に著しく依存した貿易構造として特徴づ

けることができるであろう 。７０年代前半までは輸出商品の「高度化」はもちろんのこと

多様化さえも殆どみられず，輸出市場の多角化も遅 々として進展しなかったのである 。

　しかし，第３次経済発展５か年計画期（７２～７６年）以降の重要な政策課題である重化

学工業化の進展や，また２次にわたる国際原油価格の大幅な上昇などの国際的与件の変

化によっ て， 輸出入商品構成および輸出市場構成にも変化が生じることになる。すなわ

ち， 少数の品目に偏重した「資本集約的」な重化学工業製品の輸出拡大と原油輸入の増

大， および西欧 ・中東諸国への輸出市場多角化，総輸入に占める中東諸国の比重の上昇

である。したが って，７０年代後半以降は依然として繊維類を中心としながらも若干多様

化した労働集約的な軽工業製品と ，少数の品目に偏重した「資本集約的」な重化学工業

製品を米 ・日 ・西欧ｇ３大市場と中東諸国に主に輸出し，木材，原綿，羊毛，天然 ゴム

などの粗原料は米国と東南アジアおよび大洋州などから，原油は殆ど中東諸国から，そ

して重化学工業化に必要な施設財 ・機械類および加工原料，部品を主に日本から輸入す

るという貿易構造として捉えることができるであろう 。

１）朴玄採「韓国資本主義と独占の形成」超容範編『韓国資本主義の性格論争』大旺杜，１９８８

　年，２５４べ 一ジ 。

２）米国の対韓援助物資に依存した「三白工業」を中心とする原料加工型のいわゆる消費財工

　業が，５０年代末には早くも狭小な国内市場の限界から過剰生産傾向とな ったことは，韓国民

　衆史研究会編著 ・高崎宗司訳『韓国民衆史一現代編１９４５－１９８０～』木軍杜，１９８７年，１２４～

　１２５べ 一ジを参照 。

　　米国の対韓援助に関して例えば，韓国外国語大学の鄭一溶助教授は，「韓国における米国

　援助は，援助のその本質的機能（被援助国において支配と従属の関係を定着 ・固定化させ ，

　先進国家独占資本の実現が困難な過剰商品を援助を通して販売させるという機能一引用者

　一）を果たす一方，周辺部資本主義の形成と従属的構造の形成のための媒介役割を果たし

　た」と述べている。鄭一溶ｒ援助経済の展開」李大根 ・鄭雲嘆編『韓国資本主義論』カチ ，

　１９８４年
。

３）韓国民衆史研究会編著 ・高崎宗司訳，前掲書，第３章および鄭章淵 ・文京沫，前掲書，第

　１章参照 。

　　韓国における借款を主とした外国資本の展開に関しては，李大根「借款経済の展開」李大

　根 ・鄭雲膜編，前掲書，所収などがある 。尚，同論文は李大根『韓国経済の構造と展開』創

　作杜，１９８７年の第５章に「１９６０年代以後の韓国経済の展開」として再収録されている 。

（２７６）
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４）７０年度の主要輸出商品の対米輸出比率（米国向け輸出額／輸出総額）は，ＳＩＴＣ　Ｇｒｏｕｐ

　Ｃｏｄｅ６３・木材 ・コルク製品７９．９％，同７２．電気機器類６６．５％，同８４．衣類６１ ．４％，同８５

　履物８９．１％，同８９．雑製品７９．７％とな っている。韓国関税庁『貿易統計年報』７０年版より算

　出 。

５）７０年度の主要輸入商品の対日輸入比率（日本向け輸入額／輸入総額）は，ＳＩＴＣＧｒｏｕｐ

　Ｃｏｄｅ６５．織物用糸 ・織物類９３．８％，同７１．機械類（電気機器類除外）５５．２％，同７２．電気

　機器類４０．７％，同７３．運搬用機器類５１ ．２％とな っている。韓国関税庁『貿易統計年報』７０年

　版より算出 。

皿　８０年代の貿易構造

　１ ．商品別輸出入の動向

　韓国は７０年代に「漢江の奇跡」と 口乎ぼれる「高度成長」を成し遂げたのであるが，同

年代末期にはその「高度成長」は破綻に頻し，一転して朴政権の崩壊にまで至る経済的
　　　　　１）
危機に陥った。まさに８０年代の韓国経済はマイナス成長，猛烈なインフレ，空前の国際

収支危機などの未曽有の経済的危機から出発せねぼならなか った。また８０年代初頭の世

界経済は「８０－８２年不況」と呼ぼれる景気後退期であり ，輸出の拡大を挺子に成長して

きた韓国経済にとっ て国際的与件も厳しいものであ った。にもかかわらず８０年代後半の

韓国経済は，８６年から８８年までの３年連続２桁の経済成長率にみられるように，前半の

停滞から脱却し再び「高度成長」を達成した。しかし８９年以降景気は後退し始め，経済
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
成長率も鈍化し，韓国経済はまた再び不況に頻している 。

　このように８０年代の韓国経済は，初頭の不況から出発し前半の停滞期を経て，後半に

は著しい成長を成し遂げるが，末には再び不況に頻するという景気循環を呈している 。

それでは８０年代の韓国貿易は，どのような循環を描いているのか。８０年代韓国の輸出は

前半停滞していたのが，後半以降急速に拡大し，８５年から８８年までの３年間で輸出額は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
倍増した。けれども ，８９年以降は一転して停滞するというサイクルを辿っている。この

輸出のサイクルは先の経済成長率の場合と同様であり ，このことは輸出依存度が８０年

３４．７％から８７年４２．５％へと７０年代に比しても ，さらに一層上昇していることと共に ，８０

年代韓国の経済成長が輸出の拡大如何によって大きく左右されていることを如実に示し
　　４）
ている。韓国の８０年代後半の「高度成長」は，７０年代の「漢江の奇跡」と呼ぼれるそれ

以上に輸出の拡大を通じて，換言すれば輸出に依存するという輸出依存型ないし輸出主

（２７７）
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導型経済構造を一層深化させるごとによっ て可能であ った。８９年以降の経済不況は，輸

出の停滞が国民経済全体の停滞を招かざるを得ないという輸出主導型経済構造の矛盾の
　　　　　　　５）
露呈に他ならない 。

　第１表は，商品別輸出構造の推移である。前章でみたように，繊維類を主軸とする労

働集約的な軽工業製品に後半以降量的には著しく増大するか，少品種の重化学工業製品

が加わったに過ぎない７０年代の輸出構造から，８０年代のそれは多様化しつつ「高度化」

が進展している。まず多様化の側面を具体的にみてみると ，軽工業製品および重化学工

業製品ともその傾向がみられる。軽工業製品の輸出品目には，従来の繊維類，履物類 ，

合板 ・木製品，タイヤ ・チ ューブなどに，皮革製品，玩具類，楽器類，プラスチック製

第１表　商品別輸出推移 （単位 ：１００万ドル）

１９６０ １９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９８８ １９８９

輸出総額
３３ １７５ ８３５ ５． ０８１ １７ ，５０５ ３０，２８３ ６０，６９６ ６２ ，３７７

食　料　品
１０ ２９ ８０ ６７０ １， ２７７ １， ２４３ ２， ６２１ ２， ４６６

原　燃　料
１７ ３９ １０９ ２５５ ４８０ １， ３７４ １， ４０２ １， ６６６

（石油製品） ‘ ’
５ ９５ ２９ ９２９ ５５９ ６５１

軽工業品
ｎ． ａ． ｎ． ａ、 ５８２ ２， ９１６ ８， ４６９ １１ ，１７３ ２３ ，９３７ ２４ ，４９５

繊　維　類
２ ４７ ２９９ １， ７９７ ５， ０４１ ７， ０７９ １４ ，１１１ １５ ，１４０

合板 ・木製品 ■
１８ ９３ ２２８ ３６１ ４２ ３３ ３１

履　物　類 一
４ １７ １９１ ９０８ １， ５７３ ３， ８０１ ３， ５８７

タイヤ ・チ ューブ ’ ‘
３ ８２ ４７７ ４４０ ７８１ ７６０

セ　メ　ン　ト 一 一
４ ６９ ２３５ ９６ １４７ １５１

ブラスチ ック製品 ‘ 一 ’
８８ ３５２ ４１８ １， ２８２ １， ２７７

旅行用具 一 一
２ ７９ １０６ ２０９ ４５２ ４４７

玩　　　具 一 ’ 一 一
２０４ ４７０ ９７４ ８８６

運動用具 一 一 ■ 一
４４ ６４ １９６ ８２

重化学工業品
ｎ． ａ． ｎ． ａ．

１０７ １， ２７６ ７， ２８７ １６，４７９ ３２ ，７３６ ３３ ，４６２

化学工業製品 ・ １
１１ ７５ ７７６ ８９７ １， ６３１ １， ８１５

鉄鋼製品 一
１３ ２４ ２９３ １， ７９９ ２， ６９２ ３， ９２１ ４， ２９８

金属製品 一
２ １２ １２４ ４０１ ５１０ １， ０４８ ８５８

一般機械 ■
２ ８ ７７ ２４２ ４２９ １， ２０４ １， ４０８

電気 ・電子製品 一
２ ４４ ４４２ ２， １１６ ４， ８７８ １６ ，２５５ １７ ，０８７

船　　　舶 ’ ■
５ １３７ ６１０ ５， ０１３ １， ７５８ １， ７８６

自　動　車 ’ 一 ’ 一
５０ ５２４ ３， ３３６ ２， ０４８

自動車部品 ■ 一 一 一
２６ １２１ ３２１ ３５５

精密機械 一 ’
３ ６８ ２５３ ２６４ ５７１ ５９１

時　　計 ‘ 一 ■ 一
１６３ １５３ ２６１ ２１７

（出所）　［貿易年鑑』（韓国貿易協会），『径済統計年報』（韓国銀行），［経済白書』（経済企画院）各年版より作成 。

（２７８）
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品などが加わり ，それらの輸出が拡大している。重化学工業製品の輸出は，一般機械で

はＮＣ工作機械，自動データ処理機がなどが，電気 ・電子製品ではＶＴＲ，ビデオテー

プ，エア コン，電子 レンジ，コンピ ュータおよび同部品，有線 ・無線電話機などが，そ

して輸送機械では乗用車が８０年代に入 って新たに輸出されている。「高度化」の側面は ，

例えぼテレビ受像機の輸出額において８３年以降カラーＴＶが白黒ＴＶを上回 っている

こと ，ＮＣ工作機械が汎用工作機械をはるかに上回る増加率で輸出されていること ，繊

維類では糸類 ・織物類に比して衣類が，生糸 ・綿糸 ・綿織物に比して合成繊維糸 ・合成

繊維織物の輸出が急増していることなどに顕著にみられる 。米 ・日を中心とする先進資

本主義国からの著しく増大する対韓直接投資や技術供与が，このような輸出構造の多様

化・ 「高度化」を促し，そしてそれが８０年代後半の韓国の輸出増大をもたらす大きな要
　　　　６）
因とな った 。

　８２年を境に重化学工業製品の輸出額は軽工業製品のそれを上回ったが，後半以降伸び

率ではむしろ軽工業製品カミ重化学工業製品を上回 っている。今日においても軽工業製品

は総輸出の４割弱を占めており ，依然として大きな比重をもっている。日本貿易の場合 ，

６０年代の前半に重化学工業製品が輸出全体の過半に達し，６０年代末には多様化 ・高度化

が進展し７割以上を占めるに至るまで拡大した。６０年代初頭には繊維類が総輸出の３０％

以上を占めていたのが，６０年代末には１Ｏ数％に激減し，代わって鉄鋼や機械機器の輸出

が急増した。６０年代に輸出商品が重化学工業製品に特化したのである 。８０年代に韓国の

輸出は，さきにみたように重化学工業製品の多様化 ・「高度化」が進展している。しか

し， それへ特化しているのてはなく ，「資本集約的」な重化学工業製品と労働集約的な

軽工業製品という輸出の二極構造化が展開しているのである 。

　韓国の８０年代後半の「高度成長」は，上でみたように輸出に依存するという輸出依存

型ないし，輸出主導型経済構造を一層深化させることによっ て可能であ った。このこと

は， 輸出の増大が経済成長率を高めていること ，および輸出依存度の上昇からも明らか

であ ったが，更に今日の韓国の主要輸出商品である玩具類，織物類，船舶，電子製品 ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
自動車などの輸出比率が極めて高いことからも一層強く確認しうる 。自動車の場合も８９

年度は輸出の激減によっ て内需の拡大を余儀なくされ，その結果著しく低下したのであ

って，輸出が本格化した８６年以降８８年までの３年間は，毎年６５％以上と生産の７割近く

が輸出に向けられていた。また主要輸出商品の輸出市場は，米国と日本に著しく偏重し
　　８）
ている。このように主要輸出商品の輸出比率が極めて高く ，そして輸出市場を米 ・日へ

著しく偏重しているということは，現在韓国の個別産業 ・資本が米 ・日の国内景気など

（２７９）
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の経済動向や輸入規制 ・輸出自主規制の強要など輸入相手国の貿場政策によっ て， 大き

く左右されること意味している 。

　８０年代韓国の輸出は８５年以降８８年までの３年間に急増し，輸出総額は倍増した。この

期間においては，合板 ・木製品や化学肥料，船舶などの一部の商品を除いて，鉄鋼製品 ，

コンピ ュータ（自動データ処理機），半導体，カラーＴＶ，ＶＴＲ，電子 レンジ，自動車な

どの重化学工業製品と繊維類，履物類，プラスチ ック製品，玩具類などの軽工業製品と

いう ，ほぽ全般的な商品の輸出が拡大傾向にあ った。８９年に入ってからは，輸出の伸び

が一転して停滞した。８６年から８８年にかけてのほぽ全般的な商品の輸出の拡大傾向から
，

８９年以降は輸出の拡大が持続する商品と停滞ないし減少する商品に分化している。電

気・ 電子製品，鉄鋼製品，一般機械などは８９年以降も輸出を拡大している。電気 ・電子

製品の場合，コノピ ュータなどの産業用電子製品，Ｉ　Ｃなどの電子部品の輸出が好調な

ため同製品の総額は増加として表れているが，ヵラー及び白黒ＴＶ，ラジオヵセット ，

ＶＴＲ，冷蔵庫，電子 レソジなどの家庭用電子製品は，軒並輸出額が減少している 。こ

れらの家庭用電子製品，金属洋食器を始めとする金属製品，自動車などの重化学工業製

品および履物類，タイヤ ・チ ューブ，プラスチ ック製品，旅行用具，玩具類，運動用具

などの軽工業製品の輸出は，８９年以降いずれもが減少している。繊維類の場合，より

「資本集約的」な商品である繊維原料，合成繊維糸，合成繊維織物や革衣類などは輸出

が増大しているが，より労働集約的な商品である毛糸，綿糸，絹織物，綿織物や編織製

衣類，織物製衣類などの輸出は停滞ないし減少している 。

　８０年代韓国の輸入は特に後半以降急増している。輸出の場合，８０年代末には伸び率が

急速に鈍化しているのに対して，輸入は依然拡大傾向が持続している。輸入の動向を商

品別にみたのが第２表である。前章でみたように７０年代韓国の商品別輸入構造の特徴の

一つは，鉱物性燃料の輸入が食料品や原料品および加工製品に比して著しく増大し，総

輸入に占める比重も大きく上昇していることであ った。８０年代韓国の輸入は加工製品の

輸入が食料品や原料品および鉱物性燃料に比して著しく増大し，総輸入に占める比重も

大きく上昇しているという一つの特徴を有している 。

　電気 ・電子製品が加工製品のなかで（全商品のなかでも）８０年代に最も輸入が増大した

商品であり ，以下次いで一般機械，化学製品，鉄鋼製品などへと順を成している。電

気・ 電子製品の輸入内容をみると ，ＶＴＲ，録音機，家庭用電熱器などの家庭用機器の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
輸入も近年，輸入自由化によっ て増大している。しかし半導体，磁器ヘッドなどのいわ

ゆる電子部品や コンピ ュータ本体およびその周辺機器，通信機機などの産業用機器が電

（２８０）
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　第２表商品別輸入推移

１３５

（単位 ：１００万ドル）

１９６０ １９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９８８ １９８９

輸入総額
３４４ ４６３ １， ９８４ ７， ２７４ ２２ ，２９２ ３１ ．１３６ ５１ ，８１１ ６１ ，４６５

〔食料品〕
３２ ６４ ３２１ ９５９ １， ８７３ １， ４４８ ２， ３９２ ３， ２６９

〔原　料品〕
６９ １１０ ３８５ １， １３６ ３， ７５１ ３， ９３０ ７， ７４２ ８， ７２８

原　　綿
２９ ４１ ６３ ２４９ ６０４ ５３１ ７１８ ７２５

羊　　毛
１１ ２ ６ １２ １２４ １５５ ４４４ ４４５

木　　材
７８ ２１ １２５ ２６９ ８７７ ４８９ ９００ ９６０

パ　ル　プ
３ ９ ３１ ７５ ２２６ ２３８ ５７１ ６９６

鉄　鉱　石 一
１ ３６ １２８ １７０ ３１９ ４２５ ４９４

銅　鉱　石 ■ 一
５ ２１ １５９ １６３ ３５１ ４６６

鉄　　暦 ■
４ ６２ １０３ ２８６ ２７９ ５８０ ７１３

〔鉱物性燃料〕
２３ ３１ １３６ １， ３８７ ６， ６３８ ７， ３６３ ５， ９８７ ７， ６２７

石炭 ・コークス 一
２ ３ ４８ ４４８ １， ０４３ １， １６６ １． ３０７

原　　油 ■
２３ １００ １， ２７１ ５， ６３３ ５， ５７２ ３， ６８８ ４， ９３３

〔加工製品〕
２２０ ２５８ １， １４４ ３， ７９２ １０ ，０３０ １８ ，３９５ ３５，６９０ ４１ ，８４１

化学製品
７６ １０３ １６４ ７９０ １， ８００ ２， ７８９ ６， ２８３ ７， １５８

鉄鋼製品
１２ ２５ ９０ ３４５ １， １１２ １， ５７３ ３， ０６５ ３， ９９６

金属製品
３ ７ ４４ ７２ ２２６ ４１６ １， ０７２ １， ２１６

一般機械
２８ ３５ ３０６ ８５０ ２， ３１８ ３， ５３７ ５， ９２７ ７， ９９５

電気 ・電子機器
１０ １３ １３３ ５１２ １， ６５０ ３， ６１５ ９， ２８９ １０ ，０３８

輸送用機器
１ ２５ １３３ ５３７ ９２１ ３， ８９５ １， ８４５ １， ８８１

船　　舶 ■
２１ ４７ ２４６ ４７２ ３， ４６０ ２１９ ４０６

航　空　機 ’ １
２０ １７０ ３５７ ３６９ １， ４４５ １， ２２６

精密機械 一 ■
１２ ４１ ３５５ ６１８ １， ５１３ １， ８４６

繊維製品 ’ ’ 一
４ ４０ ５５ １６７ ２３３

（出所）第１表と同じ 。

気・ 電子製品輸入の主流を占めており ，比重も大きく上昇している。一般機械では化学

工業機械，事務用機器，工作機械，内燃機関，繊維皮革加工機械などを輸入している 。

化学製品は有機化学品や無機化学品などを，鉄鋼製品は熱延 コイル，ステソレス熱延 コ

イルなどを輸入している。輸送用機器では修理船，造船機資材，自動車部品，航空機な

どを輸入しており ，修理船と造船機資材および自動車部品の輸入増大は，それぞれ船舶

と自動車の輸出増大に対応している。精密機械は計測機，科学機器，写真現像機，医療

用機器などを輸入している 。

　　般機械や電子部品に属する半導体，磁器ヘソト ，輸送用機器の造船機資材，自動車

部品など，および鉄鋼製品のステソレス熱延 コイル，化学製品の有機化学品や無機化学

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８１）
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品などの輸入増大は，韓国の経済構造が依然として機械類，部品，素材等のいわゆる資

本財及び中間財を海外に依存せざるを得ず，輸入誘発的であることを示している。これ

らの輸入先が日本に著しく偏重していることから同時に対日依存的な性格を色濃く有し
　　　　　　　　１０）
ているともいえよう 。このような対日輸入依存的な経済構造は，対日貿易赤字を必然
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）化・ 垣常化させ，ひいては貿易収支の赤字をもたらしたのである。しかし他方で現代韓

国においては，これら機械類，部品，素材の国産化および輸入先の多辺化も進展してい

る。 それが８０年代，とりわけ後半以降機械類 ・部品 ・素材の総輸入依存度および対日輸
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）入比率双方の低下傾向として表れているのである。韓国の経済構造は，対日輸入誘発的

な性格が深化の方向へではなく ，「浅化」ないし脱却化というべき方向へ変化している
　　　　　　　　　　　　　１３）
と捉えられる側面もみせている。そして政府の各種国産化支援政策などが，対日輸入誘

発的な経済構造の「浅化」ないし脱却化というべき方向への変化を促すのに大きな役割
　　　　　　　　　　１４）
を果たしているのである 。

　食料品と原料品及び鉱物性燃料の総輸入に占める比重の低下は，加工製品の著しい輸

入拡大に一つの原因があるのはいまみた通りであるが，８０年代半ばまではこれら自身の

輸入減少ないし鈍化も大きな要因であ った。しかし，８０年代半ぱまでの食料品および原

料品の輸入減少ないし鈍化は金額的にそうであ って，数量的には増大している。これら

食料品と原料品の輸入が数量的には増大しているにも拘らず，金額的には減少ないし停

滞しているのは，１次産品価格の世界的な暴落ないし停滞によっ て輸入単価が低下した

ためである。８０年代前半に食料品の輸入額が減少したのは，以下のことに起因する。す

なわち，８０年代初頭の米作不況のため米穀を輸入していたのが，その後ほとんど輸入し

なくな ったこと ，および小麦 ・とうもろこしの国際価格の低下によっ て， 穀物は輸入量

の増大にもかかわらず，輸入額はむしろ減少したためである。後半以降の食料品の輸入

急増は，従来の穀物の輸入が増大するだけでなく ，穀物以外の商品，例えぼ牛肉や煙草

などの輸入も ，近年の輸入割当物量増大及び関税引き下げによっ て急増したためである 。

食料品の輸入先は大部分が米国である。まさに米国からの農産物市場開放圧力が大きな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
一要因とな って，今日食料品輸入が急増しているのである 。

　原料品の主要品目は木材，原綿，鉄暦，パルプ，鉄鉱石，銅鉱石，羊毛，そのほかに

生ゴムや化学繊維などである。木材は米国及び東南アジアから，原綿，鉄屠は米国から ，

パルプは北米から，鉄鉱石はオーストラリア，ブラジル，ベルー インドなどから，銅

鉱石は中南米から，羊毛はオセアニアから，生ゴムの場合天然ゴムはマレーシアで合成

ゴムは日本から，化学繊維も日本から，それぞれ主に輸入している。食料品と原料品の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８２）
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場合，数量的にだげでなく金額的にも８０年代後半以降は増大しているのに対して，鉱物

性燃料は逆に８０年代後半に入って大幅に輸入額を減少させている。前章でもみたように

ＯＰＥＣによる２次にわたる大幅な国際原油価格の引き上げによっ て， 韓国の原油輸入

額は８０年代初頭には５０億ドル以上となり ，また総輸入に占める比重も２０％以上に達した 。

しかし８１年を頂点に，原油輸入価格は徐 々に低下し始めた。特に８６年には，いわゆる

「３低現象」の一つとして称されるほどにまで急落することによって，輸入量の上昇に

もかかわらず輸入額は大幅に減少したのである。輸入国は７０年代及び８０年代の初頭まで

は中東諸国に著しく偏重しており ，８０年にはクウェートとサウジアラビアの２ケ国で原

油輸入量全体の８６．０％をも占めていた。しかし８０年代半ば以降からは，この両国からの

輸入は激減し８９年には１０．１％を占めるに過ぎなくな っている。それは８０年代半ば以降 ，

韓国が中東諸国の建設プ ロジ ェクト遅延によっ て同地域への建設輸出の縮
・」・

を余儀なく

されたため，東南アジアを始めとする地域に輸入先を拡散化したからである。すなわち ，

輸出拡大が困難になった中東諸国から今後輸出の拡大が展望可能な東南アジアたどの地

域へ輸入先を転換したのであろう 。

　２ ．地域別国別輸出入の動向

　輸出入の状況を地域別国別に示したのが第３表および第４表である 。７０年代に総輸出

に占める比重を大幅に低下させた米国向け輸出は，８０年代に入って相対的にも著しく拡

大し，８６年には総輸出額の４割を占めるに至 った。８０年代後半以降の米国向け輸出は ，

構成比では８６年の４０．０％をピークに低下しているものの，絶対額では８８年まで大幅に増

大している。まさに８０年代における ，否，正確に言うならば８０年代末期に至るまでの韓

国の輸出拡大は，米国を中心に展開をすることによっ て可能であ ったといえる 。８６年を

ピークとした構成比の低下は，８８年までは明かに米国向け輸出自体の停滞からではなく ，

他地域への相対的に著しい輸出拡大によるものである。このように８０年代末まで米国向

け輸出が著しく拡大した大きな要因のとしては，輸入国側である米国の「消費需要主導
　　　　　　１６）
型の経済成長」と呼ぼれる８３年以降の景気回復などが考えられる 。

　８０年代の米国向け輸出の内容は，電気　電子製品，繊維類，一般機械，履物類，皮革

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
製品，自動車，鉄鋼製品，玩具類，運動用具類，プラスチ ック製品などである。まさに ，

前節でみた労働集約的な軽工業製品と「資本集約的」な重化学工業製品の輸出の二極構

造化という特徴が，この米国向け輸出に典型的に見いだせるのである。解放以後，増大

一辺倒であ った米国向け輸出が８９年に初めて減少した。８０年代初頭からの「集中豪雨

（２８３）
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第３表地域別国別輸出推移 （単位 ：１００万ドル）

１９６０ １９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９８８ １９８９

輸出総計
３３ １７５ ８３５ ５， ０８１ １７ ，５０５ ３０ ，２８３ ６０，６９６ ６２ ，３７７

ア ジ ア ２３ ８６ ３１６ ２， ０５３ ７． ３１９ １０ ，２２７ ２２ ，９１５ ２５ ，１４６

日 本 ２０ ４４ ２３４ １， ２９３ ３， ０３９ ４， ５４３ １２ ，００４ １３，４５７

香 港 ３ １１ ２８ １８２ ８２３ １， ５６６ ３， ５６１ ３， ３７５

シンガポール 一
２ １２ ５８ ２６６ ４９０ １， ３５５ １， ５３２

台 湾
一

２ ７ ６３ ２１６ １９６ ９５４ １， ３０８

タ イ
１

４ ６ ２０ １６５ １４３ ５３７ ７５２

マレーシア 一 一 ■ 一
１８４ ４５０ ４１１ ５４３

イノドネシア ■ 一
３ ５１ ３６６ １９６ ４０２ ６６７

サウジアラビア 一 一 ‘
９１ ９４６ ９６９ １， １３０ ８１５

ク 二〔　　｝ ト
一 ’

２ ３４ ２４９ ２０６ ３４２ ２１０

西ヨーロツパ ４ ２１ ７６ ９３７ ３， １１６ ４， ０２７ ９， ６５７ ８， ８３８

西　ドイ　
ツ
’ ■

２７ ３１２ ８７６ ９７９ ２， ３６８ ２， １３７

英 国 ２ ４ １３ １６２ ５７３ ９１３ １， ９５１ １， ８６１

フ ラ　ン ス
１ １

２ ４０ ２９１ ３１６ １， ０７０ ８９４

北アメリカ
４ ６５ ４１５ １， ７３３ ４， ９５０ １１ ，９８３ ２３，０９６ ２２ ，５２１

含 衆 国 ４ ６２ ３９５ １， ５３６ ４． ６０７ １０，７５４ ２１ ，４０４ ２０，６３９

ラテノアメリカ １ 一
５ ４９ ４９２ １， ０７９ １， ６０１ １， ７４０

ア フ　リ カ
一

２ １７ ２０１ ７５９ １． １４７ １， ２１１ １， ２６５

大 洋 州
１

１ ７ ８６ ２８２ ４３８ １， １２０ １， ２９３

（出所）丁経済統言十年報」（韓国銀行），『経済白劃（経済企画院），『主要経済指漂』（経済企画院）各年版より作

　　成 。

的」な対米輸出は巨額の対米貿易黒字を生み出し，米国との間に貿易摩擦を発生 ・激化

させた。韓米貿易摩擦の激化は，米国をして韓国への一般特恵関税制度の適用停止はも

とより ，輸出奨励政策の廃止やウオノ貨の切上げおよび輸出自主規制を更に一層強制し

ている。繊維類や玩具類を始めとする軽工業製品では東南アジアなどの途上国の生産力

発展が，自動車などでは日本の自動車産業の現地生産の拡大等が，そして家庭用電気 ・

電子製品では日本製品などと比べてそもそも低品質製品という技術の限界性による非価

格競争力の側面での国際競争力の低さが，今述べた韓米貿易摩擦の激化に伴う米国の対

韓諸措置と相まっ て８９年以降の対米輸出の減少を余儀なくさせているのであろう
。

　米国からの輸入は日本からの輸入に次いで輸入金額が大きく ，８０年代後半以降急増し

ている。対米輸入増加率は８７年以降対米輸出のそれを上回り ，また８９年には対米輸出額

は減少するのに対して対米輸入額は引続き増大した。このことによって８２年を起点とし

て恒常化し拡大してい った対米貿易黒字が，８７年の９５億５，３００万ドルをピークに減少に

（２８４）
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第４表　地域別国別輸入推移

１３９

（単位 ：１００万ドル）

１９６０ １９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９８８ １９８９

輸フ。 総計
３４４ ４６３ １． ９８４ ７， ２７４ ２２ ，２９２ ３１ ，１３６ ５１ ，８１１ ６１ ，４６５

ア ジ ア ９８ １４６ １， １２９ ４， ３０９ １２ ，９６０ １４ ，１９３ ２３，９５９ ２７ ，７８４

日 本 ７０ １１０ ８０９ ２， ４３４ ５， ８５８ ７， ５６０ １５ ，９２７ １７ ，４４９

香 港 ５ ８ ２０ ２０ ９８ ４９３ ５５６ ５８２

シノガポール 一 一
１４ １４ １６１ ２６８ ５６６ ６４１

台 湾
’

１０ ３４ １６２ ３１３ ３３３ １， ０７１ １， ３２８

タ イ
一 一 一

４ ９１ １５２ ２６４ ４１６

マレーシア
８ ３ ５８ １２３ ４７２ １， ２３４ １， ３３１ １， ５０３

インドネシア ■ ■
２０ １４７ ４８５ ６６９ ９０５ １， １３５

サウジアラビア ■ ■
３８ ６０５ ３， ２８８ ６４０ ８３８ １， ０４２

ク コ〔　　一 ト
’ ’

３１ ５５３ １， ７５３ ５２３ ２０６ ３８２

西ヨーロツパ
８０ ４１ ２１８ ６０６ １， ９０５ ４， ０２７ ７， ０２２ ７， ６２８

西ドイツ
４１ １６ ６７ １９３ ６３７ ９７９ ２， ０７４ ２， ６２４

英 国 ９ ３ ３３ １２３ ３０４ ５６６ ９１５ ９２３

フ ラ　ン ス ２ １２ ５２ １３７ １９１ ４４２ １， １３５ ８７９

北アメリカ
１３９ ２０５ ６０８ ２， ０３１ ５， ２６８ ７， １２０ １３，９５３ １７ ，５９１

合 衆 国 １３４ ２０２ ５８５ １， ８８１ ４， ８９０ ６． ４８９ １２ ，７５７ １５ ，９１１

ラテンアメリカ ■ ■
７ ５１ ３７０ １， ８５９ １， ４４５ １， ５４４

ア フ　リ カ
一

１ ６ ４０ １７２ ６７５ ４５２ ５１０

大 洋 州 ７ ９ １７ ２２６ ７８１ １， ３１１ ２， １７４ ２， ５６３

（出所）第３表と同じ 。

転じ ，８９年には４７億２，８００万ドル，そして９０年には２４億１，８００万ドルにまで激減している 。

米国からは最先端の技術集約的ないわゆる新鋭重化学工業製品を始めとする機械機器や

化学品と ，原綿，鉄暦，原皮，原木などの原料品および穀物や牛肉を主とする食料品 ，

そして石炭等の鉱物性燃料など幅広く多様な商品を輸入している 。

　米国向け輸出に次いで輸出額の大きいのが日本向け輸出である。日本向け輸出は８０年

代の後半以降著しく増大した。しかし８９年には，輸出額は拡大傾向を持続しているもの

の増加率は大幅に低下し ，９０年には８９年の１３４億５，７００万ドルから１２６億３，８００万ドルヘと

絶対額自体の減少も余儀なくされている。日本向け輸出の状況を商品別にみると ，同じ

先進資本主義国である米国および西欧向け輸出に比べて食料品および繊維類の輸出の比

重が依然として高い。食料品のほんどが水産物であり ，繊維類の大半は衣類で占められ

ている。しかし，食料品や繊維類の総輸出に占める比重が低下しているのに対して，鉄

鋼製品や電気　電子製品およひ　般機械の輸出は絶対額か大幅に増大するだけてなく ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８５）
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構成比も上昇している。鉄鋼製品は再圧延用鉄鋼 コイル，鋼管，冷間圧延鋼板，亜鉛塗

鋼板などを，電気 ・電子製品では コンピ ュータ本体と同周辺機器などの輸出は殆どみら

れないが・半導体・ヵラーテレビ受像機，ＶＴＲ，磁気ヘッドおよび部分品などを，一
般機械では原動機，繊維皮革加工機械などを主として輸出している。これら重化学工業

製品の輸出，とりわけ電気 ・電子製品の輸出は８０牢代に大幅に増大しているのである
。

　６０ ・７０年代と同様に８０年代においても ，最も輸入額の大きいのが日本からの輸入であ
り， ８０年代後半以降急増している。日本からの輸入は機械機器で全体の６割以上を占め

，

化学品と鉄鋼 ・金属製品を加えると９割以上に達する。対日輸入はこのように殆ど重化

学工業製品で占められており ，その内容が機械類 ・部品 ・素材などであるのは前節でみ

た通りである 。

　７０年代末に米国に次ぎ日本と並ぶ３大輸出市場の一つであ った西欧向け輸出は，８０年

代輸出額は一貫して増大しているが，米国および日本向けに比べて相対的には鈍化して

いる。西欧向け輸出の内容は，ほぽ米国向け輸出の場合と同様であり ，よっ て労働集約

的な軽工業製品と「資本集約的」な重化学工業製品の輸出の二極構造化という特徴が見

いだせるのである。このように労働集約的な商品だけでなく「資本集約的」な商品も輸

出されるようにな ったのは，ＥＣからの一般特恵関税制度供与など，有利な輸出環境が

あっ たことが一要因である。最近年，西欧向け輸出は減少ないし停滞傾向を呈している
。

繊維類は東南アジアや中国などの途上国が同産業部門の生産力発展によっ て， 韓国へは

既に８８年に停止されたＥＣからの一般特恵関税制度供与を受けつつ輸出を拡大している

ために，労働集約的な部門である綿糸や綿織物および衣類の輸出減少を余儀なくされて

いる。履物類なとその他の労働集約的な商品も輸出の減少を余儀なくされているか，こ

れも同様な要因等によるであろう 。家庭用および産業用電子 ・電気製品の輸出も減少し

ており ，頻発するダンピング提訴などのＥＣの強硬な対韓通商措置やいわゆる保護主義

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）的な貿易施策の強化などがその要因として挙げられよう
。

　これら諸要因による主要輸出商品の繊維類（ｒ資本集約的」な合成繊維糸 ・織物は除く）や

履物類およひ家庭用，産業用電子　電気製品の輸出減少か，西欧向け輸出総額を一時減

少に転じさせたのてある・９２年にＥＣの域内市場か統合されれは，域外諸国から同地域

への輸出は以前よりも困難になる。特に，いわゆる消費財に属する完成品の輸出はそう

であろう 。今後，同地域への輸出拡大が厳しくなるのは韓国だけでなく日本も同様であ

ろう 。ただ日本の場合，同地域への製造業の対外直接投資にともなうプラントや機械類

および部品などのいわゆる資本財の輸出が展望しうるしまた現在行われている。しかし

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８６）
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韓国の場合は，貿易商杜などの進出が見られる程度であ って，製造業が積極的に進出し

うるまでには至っていないため，いわゆる資本財の輸出拡大の展望が見いだされない 。

そのような意味からも今後，韓国が西欧向け輸出を拡大することはそれほど容易ではな

いであろう 。

　西欧からの輸入では，食料品，原料品，鉱物性燃料などの輸入は極少額であり ，化学

品， 鉄鋼製品，機械機器などの加工製品が大宗を占める。とりわけ一般機械，化学品の

輸入比重が比較的に高いのが特徴的である 。

　中東向け輸出は，８０年代初頭においては総輸出額に占める比重もかなり大きく ，韓国

にとっ て中東諸国は日 ・西欧に匹敵する程の規模を有する輸出市場であ った。しかし ，

８０年代半ぼからの石油輸出不振に伴う中東諸国経済の悪化などによっ て， 中東諸国向け

輸出は８３年をピークに構成比だけでなく輸出金額それ自体も大幅に減少している。中東

諸国へは主に繊維類，鉄鋼製品，電気 ・電子製品，輸送機器などを輸出している。繊維

類および鉄鋼製品の総輸出に占める比重はそれぞれ他の諸国や諸地域に比べて比較的に

高いのが一つの特徴である。内容は繊維類では合成繊維織物や衣類が大半を占めており ，

鉄鋼製品では再圧延用鉄鋼 コイルなどの鉄鋼板，棒鋼，鋼管などである。電気 ・電子製

品ではヵラーテレビ受像機やＶＴＲ，ラジオヵセット ，冷蔵庫などの家庭用で大半が占

められているが，米 ・西欧へはかなり輸出されていた半導体や コソピ ュータ本体および

その周辺機器も少額ながら輸出されるようにな った。輸送機器では大半が船舶であるが ，

最近年は自動車も輸出されている 。

　中東からの輸入の動向を商品別にみると ，サウジアラビアからの輸入においては，有

機化合物などの輸入もかなりみられるようにな ったが，大部分は原油を始めとする鉱物

性燃料である 。

　アジァＮＩＥｓ向け輸出は，８０年代後半以降急増し絶対額だけでなく構成比においても

若干の上昇がみられる。輸出金額では香港向けが群を抜いて大きいが，それは香港経由

の中国向け輸出が背景にあることに因る 。アジアＮ　Ｉ　Ｅ　ｓ 向け輸出の内容をみると ，電

気・ 電子製品，繊維類，鉄鋼製品などが主であり ，米 ・日 ・西欧たどの先進資本主義国

へは比較的かなり輸出されていた履物類，皮革製品，玩具類なとは，これらか激しい競

合関係に位置する産業部門の商品であるため殆どみられない。繊維類では米 ・日 ・西欧

などの先進資本主義国へは最も輸出されていた衣類は殆ど輸出されておらず，繊維原料 ，

合成繊維糸，合成繊維織物などが大半を占めている。電気 ・電子製品は半導体やカラー

テレビ受像機，ＶＴＲ，ラジオカセット ，冷蔵庫などの家電製品とコソピ ュータ本体お

（２８７）
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よびその周辺機器も少額ながら輸出されている。電気 ・電子製品と繊維類および鉄鋼製

品以外では，有機化学品，船舶，一般機械，自動車などが輸出されている。このように

アジァＮＩＥｓへは概ね「資本集約的」な重化学工業製品が輸出されており ，その中身に

はいわゆる消費財だけでなく原材料や機械類などのいわゆる資本財もみられる。全般的

に輸出が停滞した８９年以降もアジァＮＩＥｓへの輸出は，総じて拡大傾向を維持している 。

　アジアＮＩＥｓからの輸入は，８０年代前半までは食料品，原料品，鉱物性燃料や化学品

などの機械機器以外の輸入が過半を占めていた。例えば，台湾からは石油製品などの鉱

物性燃料や羊毛，生 ゴム，原皮などの原料品，食料品，化学品などを，香港からは食料

品や化学品などを，シンガポールからは石油製品などの鉱物性燃料，天然 ゴム を始めと

する原料品などをかなり輸入しており ，これら商品の輸入比重は比較的に高かったので

ある。ところが，８０年代後半以降はいずれの国から４）機械機器の輸入が著しく急増し ，

それらの輸入比重は過半を上回るようにな った。とりわけ，そのなかでも電気 ・電子機

器の輸入の急増が著しいが，一般機械の輸入も大幅に増大している。電気 ・電子機器の

内容は音響 ・映像機器の部品やトラソジスタ ，半導体などであり ，一般機械は金属切削

加工旋盤や自動データ処理機の部品などである 。

　ＡＳＥＡＮへの輸出は８０年代前半殆ど拡大しなかったのが，後半以降一転して急増し ，

全般的に停滞する８０年代末においても依然拡大し続いている 。ＡＳＥＡＮ向け輸出の内

容をみると ，電気 ・電子製品，鉄鋼製品，化学品，繊維類，一般機械などが主であり ，

鉄鋼製品と化学品および一般機械の輸出比重は，他の地域ないし他の諸国向け輸出の場

合と比べとかなり高く ，繊維類のそれは比較的に低いのが特徴的である。例えぼ，タイ

向け輸出では最も輸出額が大きいのは鉄鋼製品であり ，それに次ぐのが合成繊維の織物 ，

化学肥料であるし，インドネシア向け輸出の場合は，鉄鋼製品と繊維皮革加工機械など

を主とする一般機械である。履物類，皮革製品，玩具類などはアジァＮＩＥｓ向け輸出の

場合と同様に，これらが激しい競合関係に位置する産業部門の商品であるため殆どみら

れない。繊維類おいて衣類は殆ど輸出されておらず，繊維原料，合成繊維糸，合成繊維

織物などが大半を占めている 。

　このようにＡＳＥＡＮ向け輸出の内容は，ｒ資本集約的」な重化学工業製品であり ，そ

の中身はいわゆる消費財だけでなく原材料や機械類などのいわゆる資本財である傾向が

さらに一層強い。最近年，米国や西欧へは輸出拡大の困難を余儀なくさているのとは対

照的に，ＡＳＥＡＮへは依然として好調な拡大基調を呈している 。８０年代末以降，韓国

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）は労働集約的な産業部門を始めとしてＡＳＥＡＮへの直接投資を急増している。製造業

（２８８）
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部門への直接投資は，投資国から被投資国へ生産に必要な機械類や原材料などの輸出を

増大させる側面を持っている。したがって最近年の目ざましいＡＳＥＡＮへの輸出増大

には，８０年代末以降の著しい労働集約的な産業部門を始めとする韓国の対ＡＳＥＡＮ直

接投資の急増が，新しい一要因として作用しているということも看過できないであろう 。

　ＡＳＥＡＮからの輸入は，マレーシァおよびタイから電気 ・電子製品（殆ど半導体）の

輸入がみられるようにな ったが，それは数％程に過ぎず，総じて食料品や原料品および

鉱物性燃料が大半を占めている。例えぼ，タイからの輸入は食料品が全体の半分以上を

占めているし，マレーシアからは原木や生ゴムなどの原料品および原油を主とする鉱物

性燃料の輸入が圧倒的である。またインドネシアからの輸入は，８０年代初頭には原木が

全体の８割程度を占めていたし，原木を全面的に輸出禁止にした今日でも天然ガス ，原

油を主とする鉱物性燃料が過半を占めている 。

　大洋州との貿易は，輸出入とも８０年代後半以降急増している。輸出品目は電気 ・電子

製品，繊維類，履物類，鉄鋼製品，タイヤチ ューブ，玩具類，プラスチ ック製品などで

あり ，さきにみた米国および西欧向け輸出の場合とほぼ同様な内容である。しかし輸入

品目は，米国および西欧向げ輸出の場合とは異な って，食料品や羊毛，原綿，原皮，鉄

鉱石，銅鉱石などの原料品と石炭を主とする鉱物性燃料であり ，さきにみたＡＳＥＡＮ

および以下でみる中南米からの輸入の場合と類似した内容とな っている 。

　中南米向け輸出は８０年代，絶対額は増大しているが相対的に輸出は停滞している 。中

南米へは電気 ・電子製品，繊維類，輸送機器などを主に輸出している。電子 ・電気製品

の中身はカラーテレヒ 受像機やＶＴＲおよぴラノオカセソトなとの家電製品てあり ，８０

年代後半以降これら製品の輸出増大は著しい。繊維類の内容は大半が合成繊維織物であ

り， 輸送機器では船舶が大部分を占めている。一方，輸入の内容をみると例えば，ブラ

ジルからは鉄鋼製品，鉄鋼石，食料品などを，チリからは銅鉱石，原木などを，メキシ

コからは原綿，銅鉱石，原油，化学品などを，アルゼンチソからは食料品や原皮などを ，

そしてベルーからは主として鉄鉱石を輸入しているというように，総じて食料品ないし

原燃料が大半を占めている 。

　アフリカ向け輸出は８０年代極めて停滞的な状態にある。８０年代後半以降，輸出金額は

殆ど増大していない。アフリカヘは電気 ・電子製品，繊維類，鉄鋼製品，プラスチ ック

製品なども一応輸出されているが，それらの輸出額は少額である。輸出額の大部分は船

舶という一商品種で占められており ，相手国もリベリアー国である。便宜置籍船国リベ

リアからの船舶受注の減少が，直ちに同地域への輸出減少ないし停滞につながる。リベ

（２８９）
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リア以外の輸出国はエジプトとリビアく“らいであり ，その他の諸国への輸出は殆ど行わ

れていない状況である。同地域からの輸入は，８０年代の前半よりも後半の方がむしろ小

さくな っている。輸入品目は，リベリアからの修理船やエジプトからの原綿など，ほん

の極僅か原料品もみられるが，原油が大宗を占めているといってよい。そのため修理船

の発注国と産油国以外の国からの輸入は殆ど行われていない。８０年代対アフリカ貿易は
，

同地域の深刻な生産力停滞に起因して停滞せざるを得ない状況にある 。

　中国，ソ 連， 東欧との貿易は中国との貿易がいわゆる開放政策の進展した８０年代半ば

以降，そしてソ 連および東欧との貿易が「民主化」や市場経済の導入などについて叫ぼ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
れ始めた８０年代末頃から積極的に行われるようにな った。中国向け輸出は，８８年には米

国， 日本，旧西独に次ぐ４番目の規模を有するに至っているが，ソ 連および東欧向け輸

出は今日においても韓国の輸出全体に占める比重は小さく ，輸出額は少額で取るに足り

ない。しかしながら輸出の増加率は極めて高い。最近年，韓国は米国や西欧などの先進

資本主義国への輸出減少を余儀なくされているために，これらの国および地域をも重要

な輸出市場として位置づけて行かなければならないのである 。ソ 連へは３０億ドルの商品

借款を供与してまで，また支払い代金遅延などの問題があるにも拘らず輸出を行ってい

る。 統一の相手国（民族共同体）でありながら政治的 ・経済的交流が断絶状態にあ った

朝鮮民主主義人民共和国に対しても ，貿易を始めとする経済交流を推進していくように

なっ た。 それだけ現代韓国資本主義にとっ て， 輸出市場の多角化及び拡大は死活の課題

なのであろう 。中国，ソ 連， 東欧向け輸出品目は，総じて機械類，電気 ・電子製品，鉄

鋼・ 金属，化学製品などである。輸入品目は中国からは繊維類，ソ 連からは鉄鋼および

金属製品なども比較的みられるが，大半は農水産物食品および鉱物性製品であり ，機械

類や電気 ・電子製品の輸入額は少額である 。

　　１）金子文夫氏は，８０年代初頭の韓国の経済的危機的状況をｒ『中進国』型発展過程のなかに

　　　生み出され，７７年以降の過剰な重化学工業投資て増幅されてきた構迫的要因を重視しなけれ

　　　ばならない。すなわち対外従属的高度成長路線に内在する諸矛盾の露呈とみるべきである」

　　　と捉えている。金子文夫「『中進国』韓国の８０年代」前掲書，５７ぺ 一ジ 。

　　　　また，鄭章淵氏も ，「７０年代重化学工業化政策の『破綻』（過剰投資 ・重複投資）の反動で

　　　あり ，ひいては『開発独裁体制』下で追求されてきた『高度経済成長路線』のいきづまりに

　　　ほかならない」と金子氏と同様の見解を述べている。鄭章淵 ・文京沫，前掲書，７７ぺ 一ジ 。

　　２）韓国では８９年以降の経済状況をどのように把握すべきであるか，活発に議論されている 。

　　　例えぱ，「転換期の韓国経済」月刊『タリ』 ，１９８９年１１月号 ：「今日の韓国経済は果して危機

　　　であるのか」『杜会と思想ｊ１９９０年２月号 ・通巻第１８号がある。また『新東亜』の１９９０年２

　　　月号と６月号では「経済危機」という題名で特別企画および特集を組み，それぞれ５本の論

（２９０）
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　文を掲載している 。

３）８０年代後半における韓国の輸出増加率は，８６年１４．６％，８７年３６．２％，８８年２８．４％，８９年

　２．８％，９０年４．２％である 。

４）このことは韓国貿易協会『貿易年鑑』の「輸出の国民経済的効果」において，０輸出によ

　る所得誘発額のＧＤＰに対する寄与率が８０年の１７．７％から８８年には２７．２％へ 　輸出の就業

　誘発寄与率（輸出による就業誘発人員／総就業者）が８０年の１４．５％から８８年には１８．２％へ ，

　　輸出の生産誘発寄与率（輸出による生産誘発額／総生産額）が８０年の２２．３％から８８年には

　３０．７％へとそれぞれ増大していることにも表れている 。

５）最近年，韓国の民間最終消費支出および総固定資本形成の増加率が上昇傾向にあり ，この

　ことをもっ て渡辺利夫氏は，韓国の経済成長が輸出志向型から内需主導型へと転換している

　と結論づけている 。『日本経済新聞』１９９０年８月２２日付き 。

　　しかし後に分析するように，現代韓国資本主義は世界経済との関連のなかで輸出拡大の鈍

　化を余儀なくされており ，むしろ輸出市場の多角化と同様，内需の拡大にも向かわざるを得

　ない状況に直面していると捉えるべきであろう 。

６）韓国産業技術振輿協会『産業技術白書ｊ１９９０年版のｒ業種別技術導入推移」（ｐ・１２０）か

　ら，８６年から８９年までの技術導入代価総支払額を求めれぽ，２５億４，１００万ドルに達し，それ

　は６２年から８９年までの全期間３８億８，８００万ドルの６５．４％に相当する。８０年代に技術導入代価

　支払額および件数とも最も増大した産業部門は電気 ・電子部門であり ，８２年の２，７００万ド

　ル ・７２件から８５年に８，８００万ドル ・１３３件へ，そして８９年には３億８，８００万ドル ・２３１件へと推

　移している 。

　　また外国人直接投資も到着額および件数（総認可基準）がそれぞれ８０年の１億３，１００万ド

　ル ・４０件から８５年には２億３，６００万ドル ・１２７件へ，そして８９年には８億１，２００万ドル ・３３６件

　へと著しい増大傾向にある。経済企画院［主要経済指漂』１９９０年版，２３０ぺ 一ジ 。

７）８９年度の主要輸出商品の輸出比率（輸出金額／生産額）は，玩具類８３．５％，織物類７９．９％ ，

　船舶７６．７％，家庭用電子製品６５．４％，産業用電子製品５９．２％，電子部品４０．１％，鉄鋼材

　３３．２％，自動車４０．５％，一般機械２８．５％とな っている（ただし自動車は輸出数量／生産数量

　である）。 韓国産業銀行『調査月報』１９９０年３月号 ・第４１２号および韓国貿易協会『貿場年

　鑑』１９９０年版より算出 。

８）８９年度の主要輸出商品の米国および日本への輸出比率は，それぞれ履物類６３．２％ ・１１ ．２％ ，

　玩具類５０．２％ ・１５．１％，皮革製品４８．９％ ・１４ ．６％，合成樹脂３４．１％ ・２４．３％，繊維類

　２８．４％ ・２５．５％，家庭用電子製品４１ ．１％ ・５．７％，産業用電子製品２２．７％ ・３．５％，電子部品

　３３．１％ ・１８．６％とな っている 。韓国貿易協会［貿易年鑑』１９９０年版より算出 。

９）韓国貿易協会『貿易年鑑』によれぱ，韓国の輸入自由化率は８０年の６９．４％から８８年には

　９５．４％にまで上昇している 。

１０）韓国の経済構造の対日輸入誘発的な性格については，金泳鏑「韓国の輸出指向型工業化の

　循環 メカニズム」前掲書，所収を参照 。

１１）対日貿易赤字（通関基準）は，８６年の５４億４，３００万ドル，８７年の５２億２，Ｏ００万ドルから８８年

　には３９億２，Ｏ００万ドル，８９年には３９億９，０００万ドルヘと一時減少したが，９０年には再び増大し

（２９１）
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　過去最大の６０億９，Ｏ００万ドルに昇 っている 。

１２）８６年から８９年までの対日輸入比率は一般機械が５６，１％から４１ ．１％へ，自動車部品は７８．２％

　から６５．７％へ，電気 ・電子機器は５５．３％から５０．８％へ，電子部品は６０．２％から５４．３％へ，鉄

　鋼素材が５２．４％から３６．２％へ，繊維素材が４３．２％から３４．８％へとそれぞれ低下している 。８６

　年から８９年まての海外輸入依存度卜輸入額／（国内生産額十輸入額）１も　般機械か４９６％

　から４５．８％へ，自動車部品は１６．３％から１２．５％へ 電気 ・電子機器は２９，９％から１７．１％へ ，

　電子部品は３９．２％から３４．７％へとそれぞれ低下している。韓国産業技術振興協会『産業技術

　白書』１９９０年版，２９１べ 一ジ 。

　　また，現代自動車は国内の技術陣によって独自的に設計された固有モデルの１，５００ＣＣ級

　乗用車エンジンを開発した。『東亜日報』１９９１年１月７日付け 。

１３）金泳鏑氏は韓国の輸出指向型工業化の循環 メカニ ズムには，従属の深化への方向と従属の

　浅化すなわち脱従属への方向という２つの方向をみることができるという 。金泳鏑，前掲書 ，

　１０９べ 一ジ 。

１４）韓国政府が部品 ・素材産業の国産化を高めるために推進してきた関連施策を機能別に分類

　してみれば，産業技術向上資金などの金融支援施策１０種，租税減免と関税減免に大別される

　税制支援施策１２種，国内開発業体の技術力を高めるための技術開発支援施策１１種，そして国

　産品の需要拡大のための市場拡大支援施策などのその他の支援１４種の総計４７種類に至 ってい

　る。韓国産業技術振興協会『産業技術白書』１９９０年版，２８６べ 一ジ 。

１５）牛肉の輸入は，１９８８年のＬ１ＯＯ万ドルから８９年には１０倍以上の１億６，４００万ドルに急増して

　いる 。韓国貿易協会『貿易年鑑』１９９０年版 。

１６）奥村茂次「アメリカー覇権の衰退と世界経済」柳田　況編著『世界経済』 ミネルヴ ァ書房 ，

　１９８９年，３４ぺ 一ジ 。

１７）韓国貿場の国別 ・商品別輸出入の動向は韓国貿易協会『貿易年鑑』には，日本の『通商白

　書～各論～』の地域別国別輸出入のように整理されていない。同資料では商品別から国別へ

　の把握はできるが，国別から商品別への把握はできない。以下でみられる国別から商品別の

　把握は，輸出の場合には商工部 ・韓国貿易協会『輸出統計』各年版を，輸入の場合には関税

　庁編『貿易統計年報』各年版の「国別および税番別輸入」をそれぞれ利用して分析した結果

　に基づいている 。

１８）ＥＣ地域はカラーＴＶ１６インチ以下の製品，ＶＴＲ全機種，電子 レンジ全規格，コンパク

　　ト ・デ ィスク ・プレイヤー ビデオテープ，カラーブラウン管などの６品目に対して反ダン

　　ピソグ関税付加または物量規制彩式で韓国産製品の輸入を規制している。これにしたが って

　１９９０年末現在，ＥＣ地域の韓国産電子製品に対する輸入規制の総規模は２８億２，４００万ドルに

　達し，韓国の電子製品総輸出の１７．５％にまで至っている 。『東亜日報』１９９１年２月２２日けけ 。

１９）韓国の対ＡＳＥＡＮ直接投資は６８～８５年までの１８年間で，総投資額１億１ ，１００万ドル ・件数

　３３件に過ぎなか ったのが，８８年には４，９００万ドル ・５２件へ そして８９年には１億４ ，３００万ド

　　ル ・１０４件へと急増している。韓国貿易協会，前掲書，３２１べ 一ジ 。

　　韓国の海外直接投資については，中川信義「韓国の対外直接投資と企業の多国籍化」大阪

　　市立大学径済研究会『季刊経済研究』第６巻第２号，１９８３年９月および谷 口興二編『台湾

（２９２）
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　韓国の海外投資の展開』アジア経済研究所，１９９０年を参照 。

２０）中国 ・ソ 連・ 東欧との貿易額は，８７年にはそれぞれ１６億７，９００万ドル，２億ドル，１億

　４，９００万ドルの総計２０億９，０００万ドルから８９年には３１億４，２００万ドル，５億９，９００万ドル，３億

　８，８００万ドルの総計４２億２，３００万ドルと２年間で倍増している。中国 ・ソ 連・ 東欧との貿易に

　関しては，韓国貿易協会『貿易年鑑』１９９０年版，３３０～３３７べ一ジなどを分析した結果に基づ

　いている 。

１Ｖ　おわりに

　本稿は，現代韓国経済の特徴を明かにするための一つの方法として，対外関係に焦点

を照らして接近していくという視角から ，８０年代の貿易構造を６０ ・７０年代との比較を通

じて分析してきた。分析の結果，８０年代の韓国貿易構造は，以下の点が特徴的であるこ

とが明かとな った。まず第一に，主要輸出商品の輸出比率は，７０年代と比べて毛さらに

一層上昇しており ，かつ著しく高いことである。このことは，８０年代に韓国の輸出主導

型経済構造が一段と深化していることを意味している。第二に，低賃金に依存した労働

集約的な軽工業製品とｒ資本集約的」な重化学工業製品という輸出の二極構造化が展開

していることである。第三に，先進国との貿易では，韓国が従来の繊維類（綿織物や衣

類など）や履物類などの軽工業製品を主に輸出し，機械機器を始めとする重化学工業製

品を輸入するという構造から，さきに述べた輸出の二極構造化が進展することによっ て，

相互に重化学工業製品の輸出が増大していることである。またＡＳＥＡＮを始めとする

途上国との貿易では，従来の途上国間貿易では提えきれない構造を呈していることであ

る。 すなわち，これらの地域からの輸入は依然として食料品や原燃料などが大部分を占

めているのに対して，韓国からの輸出は家電製品などのいわゆる消費財だけでなく ，一

般機械，鉄鋼製品や工業用原料，部品などのいわゆる資本財も増大しているのである 。

ＮＩＥｓとの貿易でさえもそのような色彩を有している。そして，中国 ・ソ 連・ 東欧との

貿易では先進工業国と低開発国間貿易の側面もみられることである。韓国からの輸出は

生活必需的な工業製品が中心であるのに対して，これらの国および地域からの輸入は農

産物や鉱物性燃料が大部分を占めている。第四に，最近年，米国を始めとする先進資本

主義国向け輸出が，自動車，電気 ・電子製品では日本企業の米国や西欧での現地生産の

拡大，労働集約的な軽工業製品ではＡＳＥＡＮとの競合関係の高揚，ＥＣでの域内生産

の拡大やこれらの国および地域の保護主義的な対韓通商措置などによっ て， 減少ないし

（２９３）
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停滞を余儀なくされていることである。したが って，現代韓国資本主義は米 ・日 ・西欧

などの先進資本主義国以外の市場を拡大しなけれぼならたい状況にあり ，ＡＳＥＡＮな

どの途上国や中国 ・ソ 連・ 東欧への輸出増大，すなわち輸出市場の多角化及び拡大が死

活な課題としても生じているのである。第五に，今日依然として機械類 ・部品 ・素材な

どの対目輸入額は増大しており ，その結果対日貿易赤字は拡大せざるを得ない状況にあ

る。 しかし，他方でそれらの輸入先の多辺化や国産化も進展しており ，それが対日輸入

比率と海外依存度の低下傾向としても表れていることである 。

　本稿では，現代韓国資本主義の対外的な経済的諸関係を基礎的に形成している貿易の

一部分を分析したに過ぎない。一国の対外的な経済的諸関係は，国際的商品交換である

貿易を基礎としつつ，あるいは貿易と並んで，その他の経済関係である資本 ・技術 ・労

働力の国際的移動などが同時に存在し，相互に絡み合って形成されている 。１９７０年代に

は中近東への出稼ぎ労働考の大量移動が，外貨の獲得などで当時の経済に大きな影響を

及ぽしていた。だが，韓国の産業 ・輸出構造を高度化し，輸出の拡大を直接的に促した

のは，日本を始めとする先進資本主義国からの借款および対韓直接投資であろう 。今日 ，

韓国の独占資本てある「財閥」は，対韓直接投資の具体的担い手である先進資本主義国

の対韓進出企業と資本　技術提携や国際下請け生産なとの経済的諸関係をより一層深め

ている。韓国における先進資本主義国による対韓進出企業の活動は，現代韓国貿易に大

きな影響を及ぽしていると考えられよう 。また近年，韓国も対外直接投資を行うように

なっ た。 その内容も従来の資椋開発や貿易業を目的をした投資だけでなく ，製造業部門

への投資が米国やＡＳＥＡＮなどに向かって増大している。今後も韓国の対外直接投資

が増大していくならぽ，貿易構造に一定の変化を生じさせよう 。

　したが って，韓国における外国資本の展開と国内の独占資本である「財閥」との関連

および韓国の海外直接投資の分析は，現代韓国貿易の特徴をさらに一層明かにするため

にも必要であろう 。また現代韓国経済および経済発展の特質を対外関係に焦点を照らし

て接近していくという視角から，それは今後の課題となる 。

（２９４）


